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２０１３年２月  

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
―― 埼埼 玉玉 県県 経経 済済 動動 向向 調調 査査 ――   

１ 経済の概況  

  ◎ 埼玉県経済                      

＜２０１２年１１月～２０１３年１月の指標を中心に＞  

一 部 に弱 い動 きが残 る県 経 済  

低下している

 １１月の鉱工業生産指数は、７７．６（季節調整済値、２００５年＝１００）で、前月比▲２．８％と２か月

ぶりに低下した。同出荷指数は７０．９で前月比▲０．８％と４か月連続で低下した。同在庫指数は、１０４．

１で前月比▲０．４％となった。 

 

生産 

厳しい状況が続いている  

 １２月の有効求人倍率（季節調整値）は０．５７倍と４か月ぶりに上昇した。有効求人数は３２か月連続して前年実績を上回

るなど持ち直しの動きがみられるものの依然低水準で推移しており、雇用失業情勢は厳しい状況が続いている。 

 

 

雇用 

緩やかな下落傾向にある  

 １２月の消費者物価指数（さいたま市）は、生鮮食品を含む総合で１００．２となり、前月比＋０．２％上昇した。前年同月

比は＋０．４％と２か月連続で上昇した。

 

物価 

おおむね横ばいとなっている

 １２月の家計消費支出は３４２，４０７円で、前年同月比＋３．８％と前年実績を上回った。１２月の大型小売店販売額は、

店舗調整前（全店）は前年同月比＋１．６％と前年を上回った。店舗調整済（既存店）販売額は前年同月比▲２．１％と９か月

連続で前年を下回った。１月の新車登録・届出台数は、前年同月比で▲８．４％と５か月連続で前年を下回った。  

 

消費 

前年実績を上回る  

 １２月の新設住宅着工戸数は、５，８２８戸となり、前年同月比＋１２．９％と２か月ぶりに前年実績を上回った。  

 
住宅 

このところ落ち着いた水準で推移

 １月の企業倒産件数は４５件で、前年同月比と同数。負債総額は９１億９０百万円となり、前年同月比▲１８．２％と２か月

連続で前年同月を下回った。  

 

倒産 

１年半ぶりに悪化  

 埼玉県四半期経営動向調査（２４年１０～１２月期調査）で経営者の景況感ＤＩは２３年４～６月期以来、１年半ぶりに悪化

し、前期比６．７ポイント下落した。  

実施率は３期連続増加するも、来期は減少見通し  

 埼玉県四半期経営動向調査（２４年１０～１２月期調査）によると、設備投資実施率は２１．１％で前期（２４年７～９月期）

比２．０ポイント上昇し、３期連続増加した。来期（２５年１～３月期）に設備投資を予定している企業は１４．２％で当期比

６．９ポイント減少する見通しである。 

 景況 
判断 

 下方への局面変化を示している。ただし、ＣＩ先行指数は２か月連続で上昇した。

 １２月の景気動向指数（ＣＩ一致指数）は５５．０となり、前月から横ばいであった。（前月は８か月ぶりの上昇） 

ただし、ＣＩ先行指数は２か月連続で上昇した。（埼玉県統計課「埼玉県景気動向指数」平成２４年１２月分概要より） 

 設備 
投資 

 景気 
指数 
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◎ 日本経済  

内閣府「月例経済報告」     ＜平成２５年２月２７日＞  

 
（我が国経済の基調判断）  

 

景気は、一部に弱さが残るものの、  
下げ止まっている。  

 

・ 輸出は、このところ緩やかに減少している。  

生産は、下げ止まっている。  

・  企業収益は、大企業を中心に下げ止まりの兆しがみられる。  

  設備投資は、弱い動きとなっている。  

 ・  企業の業況判断は、改善の兆しがみられる。  

 ・  雇用情勢は、依然として厳しさが残るなかで、このところ改善の動きに足踏

   みがみられる。  

・  個人消費は、底堅く推移している。  

・  物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。  

 

 先行きについては、当面、一部に弱さが残るものの、輸出環境の改善や経済対

策、金融政策の効果などを背景に、マインドの改善にも支えられ、次第に景気回

復へ向かうことが期待される。ただし、海外景気の下振れが、引き続き我が国の

景気を下押しするリスクとなっている。また、雇用・所得環境の先行き等にも注

意が必要である。  

 

（政策の基本的態度）  

政府は、日本経済を大胆に再生させるため、大震災からの復興を前進させると

ともに、「成長と富の創出の好循環」へと転換し、「強い経済」を取り戻すこと

に全力で取り組む。円高是正、デフレからの早期脱却のため、デフレ予想を払拭

するとともに、機動的・弾力的な経済財政運営により、景気の底割れを回避する。

特に、最近、景気回復への期待を先取りする形で、株価の回復等もみられており、

こうした改善の兆しを、適切な政策対応により景気回復につなげる。  

このため、政府は、１月２８日に「平成２５年度の経済見通しと経済財政運営

の基本的態度」を閣議了解し、同月２９日に平成２５年度予算（概算）を閣議決

定した。また、２月２６日、平成２４年度補正予算が成立した。  

 日本銀行には、２％の物価安定目標をできるだけ早期に実現するよう、大胆な

金融緩和を推進することを期待する。  
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２ 県内経済指標の動向  

 ※ 経済指標のうち、「前月比（季節調整値）」は経済活動の上向き、下向きの傾  

   向を示し、「前年同月比（原指数）」は量的水準の変動を示します。 

 

（１） 生産・出荷・在庫動向（鉱工業指数）  

●低下している  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

生 産 指 数
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 生産指数
（対前年同月比・原指数）

電気機械 化 学 一般機械 輸送機械

 

●１１月の鉱工業生産指数は、７７．６（季節調整済値、２００５年＝１００）

で、前月比▲２．８％と２か月ぶりに低下した。前年同月比では▲７．０％と

なり、７か月連続で前年を下回った。  

●前月比を業種別でみると、電気機械工業、窯業・土石製品工業など２２業種中

９業種が上昇し、化学工業、一般機械工業など１３業種が低下した。  

●生産活動は低下している。  

【生産のウエイト】  

・県の指数は製造工業 (21)と鉱業 (1)

の２２業種に分類されています。  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の生産ウエイトは以下の通り。  

①化学工業14.4% ⑤食料品   6.1% 

②輸送機械13.6% ⑥電気機械6.1% 

③一般機械13.2% ⑦電子部品5.4% 

④金属製品  7.5%  その他  33.7% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）  



4 

 

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

％

出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

出 荷 指 数
（対前年同月比・原指数）

埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

出 荷 指 数 埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 出荷指数
（対前年同月比・原指数）
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【出荷のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の出荷ウエイトは以下の通り。

①輸送機械23.3% ⑤金属製品5.8% 

②一般機械11.0% ⑥電子部品5.7% 

③化学工業10.4% ⑦食料品 5.7% 

④情報通信  7.1%  その他  31.0% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

●１１月の鉱工業出荷指数は７０．９（季節調整値、２００５年＝１００）で、

前月比▲０．８％と４か月連続で低下した。前年同月比は▲８．２％と    

６か月連続で前年を下回った。  

●前月比を業種別でみると、情報通信機械工業、輸送機械工業など２２業種中 

１２業種が上昇し、一般機械工業、化学工業など１０業種が低下した。  

【鉱工業指数】  

・鉱工業指数は製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きをフォローする統計です。  

・基準時点（2005年）を１００として指数化したものです。  

・生産指数と出荷指数は、通常景気の山、谷とほぼ同じ動きを示してきたとされており、

景気動向指数の一致系列に入っています。  

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の約２割程度となっています。生産活動の動きは、

景気に敏感に反応する性質を持つので、景気観測には欠かせない指標です。  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数
（対前年同月比・原指数）

埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数 埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 在庫指数
（対前年同月比・原指数）
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●１１月の鉱工業在庫指数は、１０４．１（季節調整済値、２００５年＝１００）

となり、前月比▲０．４％となった。  

 前年同月比は＋５６．３％と９か月連続で前年水準を上回った。  

●前月比を業種別でみると、一般機械工業、金属製品工業など２１業種中７業種

が上昇し、輸送機械工業、電子部品・デバイス工業など１４業種が低下した。  

【在庫のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の在庫ウエイトは以下の通り。

①輸送機械18.9% ⑤化学工業7.9% 

②電気機械14.9% ⑥電子部品6.7% 

③一般機械12.8% ⑦窯業土石4.5% 

④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ  8.4%  その他  25.9% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

平成18年11月分からの「鉱工業生産指数（２００５年＝１００）」の推移】  
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●１２月の新規求人倍率は０．９４

倍で、前月比＋０．０２ポイント

となった。  

  

●前年同月比は＋０．０８ポイント

となった。  

●１２月の完全失業率（南関東）は

４．０％で、２か月ぶりに悪化  

 した。  

 

●前年同月比は▲０．３ポイントと

なった。  

（２）雇用動向  

●厳しい状況が続いている  
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

有効求人倍率
（学卒除き・パート含む）

埼玉県 全 国
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

埼玉県の有効求人

・求職者数推移
求職者数 求人数
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

新規求人倍率
（学卒除き・パート含む）

埼玉県 全 国
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出所： 埼玉労働局「労働市場ニュース」・総務省「労働力調査」

完全失業率
南関東 全国

 

●１２月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む )は

０．５７倍と４か月ぶりに上昇した。  

●有効求職者数は９９，９８５人と、３１か月連続で前年実績を下回った。   

有効求人数は６１，８６４人と３２か月連続して前年実績を上回った。  

雇用失業情勢は持ち直しの動きがみられるものの、依然として厳しい状況が続い

ている。  
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●１１月の所定外労働時間（製造業）

は１５．４時間。  

 

●前年同月比は▲２．３％と前年実

績を下回った。  

●１１月の現金給与総額指数（２０

１０年＝１００）は８４．９とな

り、前年同月比▲２．５％となっ

た。  

 

●１１月の常用雇用指数（２０１０

年＝１００）は１０２．８となり、

前年同月比は＋１．１％となった。
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

現金給与総額指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

所定外労働時間
（製造業 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

常用雇用指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国

  

【完全失業率】  
・完全失業率は、労働力人口に占める完全失業者の割合です。  
・完全失業者とは、仕事を持たず、仕事を探しており、仕事があればすぐ就くことができる者のことをさ

します。  
【現金給与総額指数】  
・現金給与総額とは、賃金、手当て、ボーナスなど、労働者が受け取った現金のすべてで、所得税や社会

保険料を支払う前の額です。  
【所定外労働時間指数】  
・いわゆる残業のこと。就業規則などで定められた始業から終業までの時間以外の労働時間。  
【常用雇用指数】  
・有効求人倍率はハローワークを通した求人、求職の希望の数字ですが、常用雇用指数は、実際に雇われ

ている雇用の実態を映すものです。  
【調査産業計】  
・現金給与総額指数及び常用雇用指数における調査産業計とは、農林漁業を除く全産業。  
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（３） 物価動向  

●緩やかな下落傾向にある  
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数
（総合 対前年同月比）
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数
（総合）

さいたま市 全国

 

 

●１２月の消費者物価指数（さいたま市 ２０１０年＝１００）は生鮮食品を

含む総合で１００．２となり、前月比＋０．２％と上昇している。前年同月比

は＋０．４％と２か月連続で上昇した。  

●前月比が上昇したのは、「食料」、「交通・通信」で、「家具・家事用品」な

どは下落した。  

●「住居」などが前年比下落している。                  

なお、「光熱・水道」、「食料」などは前年比上昇した。  

 消費者物価は、このところ緩やかな下落傾向にある。  

【消費者物価指数】  

・消費者物価指数は、世帯の消費構造を固定し、これと同等のものを購入した場合の費用

がどのように変化するかを、基準年を100として指数化したもので、消費者が購入する

財とサービスの価格の平均的な変動を示すものです。  

・デフレとは一般的に消費者物価指数が2年以上持続して低下している状況のことをいい

ます。  

・デフレはモノが安くなるものの、企業所得低下が賃金低下を招くなど不況を深刻化させ

る要因ともなります。  
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（４） 消費  

 ●おおむね横ばいとなっている  
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（関東地方 二人以上世帯）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（対前年同月比）

関東地方 全国
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出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整済（既存店）

埼玉県 全 国
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出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整前（全店）

埼玉県 全 国

 

●１２月の家計消費支出（関東地方：二人以上世帯）は、３４２，４０７円とな

り、前年同月比＋３．８％と前年実績を上回った。  

●１２月の大型小売店販売額【店舗調整前（全店）】は、１、１１８億円とな

り、前年同月比＋１．６％と前年を上回った。店舗調整済（既存店）販売額の

前年同月比は▲２．１％と９か月連続で前年を下回った。  
 
● 業態別では、 

百貨店（県内調査対象店舗１８店舗）は、店舗調整前（全店）は前年同月比▲６．１

％と前年を下回った。店舗調整済（既存店）でも同▲６．１％と低下した。 

スーパー（同２９８店舗）は、店舗調整前（全店）で「身の回り品」などで前年同月比

プラスとなり、全体でも同＋４．３％と２か月連続で前年を上回った。店舗調整済（既

存店）では「家庭用品」「衣料品」で前年同月比マイナスとなり、同▲０．６％と１０か

月連続で前年を下回った。 
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会
埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（対前年同月比 乗用＋軽）
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会

埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（埼玉県 乗用＋軽）

 
 

●１月の新車登録・届出台数（普通乗用車＋乗用軽自動車）は、１８，１２５台

となり、前年同月比▲８．４％と５か月連続で前年実績を下回った。  

大型小売店販売額（店舗調整済）は前年同月を下回った。新車登録・届出

台数は５か月連続で前年同月を下回った。家計消費支出は前年実績を上回

っており、消費全体ではおおむね横ばいとなっている。  

【家計消費支出】  

・全国約９千世帯での家計簿記入方式による調査から計算される１世帯当たりの月間

平均支出で、消費動向を消費した側からつかむことができます。  

・家計消費支出は景気動向指数の遅行系列に入っています。  

・核家族化により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減少する

傾向があり、その影響を考慮する必要があります。  

【大型小売店販売額】  

・大型百貨店（売場面積が政令都市で3,000㎡以上、その他1,500㎡以上）と大型スー

パー（売場面積1,500㎡以上）における販売額で、消費動向を消費された側から捉え

た業界統計です。  

・専門店やコンビニなどが対象となっていないため、消費の多様化が進むなか、消費

動向全般の判断には注意が必要です。  

・既存店とは、当月及び前年同月とも調査の対象となっている事業所をいい、既存店

販売額は全店販売額に比べ店舗数の増減による影響が取り除かれた指標となって

います。なお、全店販売額は、例えば新店舗開業によって既存店の顧客が奪われて

しまうといったことがあっても、増減が出てこないことから、大型小売店全体の販

売動向を把握するのに活用されます。  
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（５）住宅投資  

●前年実績を上回る  
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
（対前年同月比）
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

県内新設住宅種別着工戸数

（対前年同月比）

貸家

分譲

持家

● １２月の新設住宅着工戸数は５，８２８戸となり、前年同月比＋１２．９％と

２か月ぶりに前年実績を上回った。  

新設住宅着工戸数は、持家、貸家、分譲で前年実績を上回り、全体でも２か月

ぶりに年実績を上回った。  

●着工戸数を種別でみると、持家、

貸家、分譲で前年を上回り、全体

で前年を上回る結果となった。  

【新設住宅着工戸数】  

・住宅投資は、ＧＤＰのおおむね５％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるには色々な材料が必要となり、また、

建設労働者など多くの人に働いてもらわなければなりません。さらには入居する人は電気製品などを新たに買換えるこ

とが多く、様々な経済効果を生み出します。  

・政府は景気が悪くなると、金利の引き下げや融資枠の拡大などの景気対策により、マンション、持家を購入しやすいよ

うに仕向けます。景気対策が本当に効果を表しているかを知る上でも、住宅着工は役立ちます。  
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（６） 企業動向  

 ①倒産  
●このところ落ち着いた水準で推移  
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業

倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上 対前年同月比）
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上）

埼玉県 全 国

全国・件

 

 

 

 

 

 

 

●１月の企業倒産件数は４５件で、前年同月と同数。  

 

●同負債総額は、９１億９０百万円となり、前年同月比▲１８．２％と２か月連

続で前年同月を下回った。  

 

負債総額１０億円以上の大型倒産は２件あった。  

 

 

【企業倒産件数】  

・倒産は景気変動、景気悪化の最終的な悪い結論です。  

・景気が回復し始めても、倒産件数は増え続けます。倒産がまだそれほど増えていない

状態で、景気が大底（最悪期）を迎えていることもあります。  
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②景況感  
○経営者の景況感と今後の景気見通し  

 平成２４年１２月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」（平成２４年

１０～１２月期）によると、現在の景況感は平成２３年４～６月期以来、１年半ぶりに

悪化した。先行きについては、製造業、非製造業ともに「悪い方向に向かう」が増加し、

「どちらともいえない」が減少した。  

【現在の景況感】  

 自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は２．３％、「不況である」が  

７４．７％で景況感ＤＩ（「好況である」－「不況である」の企業割合）は▲７２．４と  

なった。前期（▲６５．７）に比べて６．７ポイント下落し、１年半ぶりに悪化した。  

景況感ＤＩの推移  
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【今後の景気見通し】  

 今後の景気見通しについて、「良い方向に向かう」とみる企業は３．４％で、前期  

（３．８％）とほぼ同じだった。一方、「悪い方向に向かう」とみる企業は４６．０％  

で、前期（４０．７％）と比べて５．３ポイント増加した。  

 「どちらともいえない」とみる企業が５０．７％で、前期（５５．４％）に比べて  

４．７ポイント減少した。  
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③設備投資  
○ 平成２４年１２月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」（平成２４

年１０～１２月期）によると、当期（平成２４年１０～１２月期）に設備投資を実施

した企業は２１．１％で、前期（平成２４年７～９月期、１９．１％）比で２．０ポ

イント増加した。  

  業種別にみると、製造業では設備投資を実施した企業は２４．６％で、前期に比べ  

 １．０ポイント増加した。非製造業では設備投資を実施した企業は１８．５％で、前期

に比べ２．６ポイント増加した。  

 

【来期（平成２４年１０～１２月期）の見通し】  

○ 来期に設備投資を予定している企業は１４．２％で、当期に比べると６．９ポイント

減少する見通しである。  
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３ 経済情報  

（１）他調査機関の経済関係報告  

関東経済産業局   「管内の経済動向」  
（１２月のデータを中心として）  

 

《  １２月の管内経済は、弱含みの状況にある。》  

●今月の判断  
 

  

 

 

 

 

 

 

 

●ポイント  

  
  生産活動は下げ止まりの兆しがみられ、消費マインドも上昇しているものの、製造業

における雇用調整の動きは依然として続いており、総じてみると管内経済は、弱含みの

状況にある。  

  今後については、海外経済の先行きや為替動向による影響を注視する必要がある。  

 

○鉱工業生産活動 

  生産活動は幅広い業種で増加したことから、鉱工業生産指数は２か月ぶりの上昇となった。

 このところ電気機械工業、輸送機械工業等で回復傾向がみられるなど、生産は下げ止まりの兆

 しがみられる。 

   今後については、輸出関連で円安による業績の改善が期待されるものの、原材料価格の動向

  や海外経済の先行きを注視する必要がある。 

 

○個人消費 

  大型小売店販売額は、気温の低下により冬物商品に動きがあったものの、需要が前月に前倒

 しになったことなどから、２か月ぶりに前年同月を下回った。一方、コンビニエンスストア販

 売額は、１５か月連続で前年同月を上回った。 

   乗用車新規登録台数（軽乗用車の新規販売台数を含む）は、２か月ぶりに前年同月を下回っ

  た。 

   景気の現状判断ＤＩ（家計動向関連）は５か月ぶりに上昇し、家計消費支出は３か月連続で

  前年同月を上回った。 

 

 管内経済は、弱含みの状況にある。  

 

・ 鉱工業生産活動は、下げ止まりの兆しがみられる。  

・ 個人消費は、横ばい傾向にある。  

・ 雇用情勢は、持ち直しの動きに足踏みがみられる。  

・ 公共工事は、底堅い動きとなっている。  

・ 住宅着工は、４か月連続で前年同月を上回った。  
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○雇用情勢 

  有効求人倍率は５か月ぶりの上昇となったものの、新規求人倍率は３か月ぶりに低下となる

 など、持ち直しの動きに足踏みがみられる。 

  新規求人は、製造業では輸送機械を始め幅広い業種で減少となったが、非製造業では引き続

 き、前年を上回る水準で推移している。 

  今後についても、製造業における雇用調整の動きに注意が必要である。 

 

●主要指標の動向（１２月） 

 

○鉱工業生産活動は、下げ止まりの兆しがみられる。 

  鉱工業生産指数は、前月比＋４．１％と２か月ぶりの上昇、出荷指数は同＋４．８％と 

 ２か月ぶりの上昇、在庫指数は同▲２．９％と５か月連続の低下となった。  

  12月鉱工業生産指数： 83.9、前月比＋ 4.1% 出荷指数： 84.6、同＋ 4.8% 在庫指数 96.2、同▲ 2.9% 

                                 ※平成 17年基準、季節調整済指数  

 

 ○個人消費は、横ばい傾向にある。 

 （１）大型小売店販売額は、２か月ぶりに前年同月を下回った。業態別では、百貨店は 

   ２か月ぶりに前年同月を下回り、スーパーは１０か月ぶりで前年同月を上回った。 

     12月  大型小売店販売額： 9,078億円、既存店前年同月比▲ 0.8% 

           百貨店販売額： 3,632億円、      同         ▲ 2.1% 

          スーパー販売額： 5,446億円、   同      ＋ 0.2% 

 

 （２）コンビニエンスストア販売額は、１５か月連続で前年同月を上回った。 

     12月 コンビニエンスストア販売額： 3,757億円、全店前年同月比＋ 2.5% 

 

 （３）乗用車新規登録台数（軽乗用車を含む）は、小型乗用車、軽乗用車は増加したものの、

   普通乗用車は減少し、３車種合計で前年同月比２か月ぶりの減少となった。 

    12月乗用車新規登録台数： 106,966台、前年同月比▲ 1.8% 

     普通乗用車： 40,093台、同▲ 8.9%、小型乗用車： 35,165台、同＋ 0.4%、軽乗用車： 31,708台、同＋ 5.9% 

 

 （４）実質消費支出（家計調査、関東・二人以上の世帯）は、３か月連続で前年同月を上回った。

     12月消費支出（関東・二人以上の世帯）： 1世帯当たり 342,407円、前年同月比（実質）＋ 3.8% 

       ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県  

 

 （５）景気の現状判断ＤＩ（景気ウオッチャー調査、関東・家計動向関連）は、５か月ぶりの

   上昇となった。景気の先行き判断ＤＩ（関東・家計動向関連）は、２か月連続の上昇と  

   なった。 

     12月景気の現状判断DI（関東・家計動向関連）  ： 42.7、前月差＋ 7.0ﾎﾟｲﾝﾄ  

     12月景気の先行き判断DI（関東・家計動向関連）： 50.2、前月差＋ 10.8ﾎﾟｲﾝﾄ  

    ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県  

   （参考）2月8日発表の1月景気の現状判断ＤＩ（関東・家計動向関連）：47.6、前月差＋4.9ﾎﾟｲﾝﾄ 

                      先行き判断ＤＩ：54.0、同＋3.8ﾎﾟｲﾝﾄ 
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 ○雇用情勢は、持ち直しの動きに足踏みがみられる。 

   有効求人倍率は、０．８２倍で前月差＋０．０１ポイントと５か月ぶりの上昇となった。

   新規求人倍率は、１．３３倍で前月差▲０．０３ポイントと３か月ぶりの低下となった。

   事業主都合離職者数は、３か月ぶりに前年同月を下回った。  

   南関東の完全失業率は、前年同月から０．２ポイント改善した。  

        12月有効求人倍率（季節調整値）   ：    0.82倍、前月差＋ 0.01ﾎﾟｲﾝﾄ 

          12月新規求人倍率（季節調整値）   ：    1.33倍、前月差▲ 0.03ﾎﾟｲﾝﾄ  

      12月事業主都合離職者数     ：  19,052人、前年同月比▲ 2.3% 

      12月南関東完全失業率（原数値） ：    4.0% 、前年同月差▲ 0.2ポイント  

      ※南関東：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  

 

○公共工事は、底堅い動きとなっている。  

   公共工事請負金額は、２か月ぶりに前年同月を上回った。  

    12月公共工事請負金額： 2,878億円、前年同月比＋ 0.9% 

      平成 24年度累計公共工事請負金額： 3兆 1,267億円、前年同期比＋ 1.5% 

 

 ○住宅着工は、４か月連続で前年同月を上回った。  

   新設住宅着工戸数は、持家、貸家、分譲で前年同月を上回ったことから、全体では  

   ４か月連続で前年同月を上回った。  

     12月新設住宅着工戸数： 34,467戸、前年同月比＋ 10.1% 

 

○消費者物価は緩やかに下落している。  

    国内企業物価指数（全国）は、前月比で３か月ぶりの上昇となった。 

   消費者物価指数（関東・生鮮食品を除く総合）は、前年同月比で３か月ぶりの低下となった。

    12月国内企業物価指数 〈全国〉     ： 100.4、前月比＋ 0.3%、前年同月比▲ 0.6% 

     ※平成 22年基準（平成 24年 6月基準改定）  

     12月消費者物価指数〈関東・生鮮食品を除く総合〉 ：  99.4、前年同月比▲ 0.1% 

      ※平成 22年基準（平成 23年 7月基準改定）  

     ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県  
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財務省関東財務局～「埼玉県の経済情勢報告」     平成２５年１月  
                             
（総括判断）  
 
  当期において弱含んでいる。  
 
 先行きについては、経済対策の効果や輸出環境の改善などを背景に、景気回復へ向かう

ことが期待される一方、世界景気の下振れ懸念に注意する必要がある。 
 
 
（具体的な特徴等） 

個別項目 今回の判断 主特徴 

個人消費 
おおむね横ばいとな

っている。 

 大型小売店販売額は、弱い動きとなっている。 

コンビニエンスストア販売額は、総菜やスイーツなど

が好調であり、前年を上回っている。 

乗用車の新車登録届出台数は、エコカー補助金制度が

終了した影響などにより、前年をやや下回っている。 

さいたま市の家計消費支出は、前年を下回っている。

住宅建設 前年を下回っている。 

 新設住宅着工戸数をみると、持家、貸家、分譲住宅は

前年を上回っているものの、給与住宅は前年を下回って

おり、全体としては前年を下回っている。 

 

設備投資 
24年度は減少見込み

となっている。 

法人企業景気予測調査（24年10～12月期調査）で24年

度の設備投資計画をみると、製造業では前年比28.9％の

増加見込み、非製造業では同▲23.2％の減少見込みとな

っており、全産業では同▲7.7％の減少見込みとなってい

る。 

 

生産活動 
さらに弱い動きとな

っている。 

 生産指数を業種別にみると、化学で持ち直しの動きが

みられるものの、一般機械や輸送機械がさらに弱い動き

となっていることから、全体としてさらに弱い動きとな

っている。 

 

企業収益 
24年度は減益見込み

となっている。 

法人企業景気予測調査（24年10～12月期調査）で24年

度の経常損益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、

保険業」）をみると、製造業では前年比▲7.4％の減益見

込み、非製造業では同▲8.1％の減益見込みとなってお

り、全産業では同▲7.9％の減益見込みとなっている。 

 

企 業 の 景
況感 

全産業で「下降」超幅

が拡大している。 

法人企業景気予測調査（24年10～12月期調査）の景況

判断ＢＳＩをみると、全産業で「下降」超幅が拡大して

いる。また、製造業、非製造業ともに「下降」超幅が拡

大している。 

 

雇用情勢 

緩やかに持ち直して

きたものの、足踏みが

みられる。 

 

 完全失業率は前年を下回っており、有効求人倍率はお

おむね横ばい、新規求人数は減少している。 
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財務省関東財務局～「管内経済情勢報告」   平成２５年１月  

                        

（総括判断）  

    当期において弱含んでいる。  

 

（今回のポイント）  

 最近の管内経済情勢をみると、個人消費はおおむね横ばいとなっている。   

住宅建設は新設住宅着工戸数で前年を上回っている。企業の設備投資は24年度は増加

見込みとなっている。輸出は、中国及びＥＵ向けを中心に前年を下回っている。輸入

は前年を上回っている。製造業の生産はさらに弱い動きとなっている。 

 企業の景況感は、全産業で「下降」超幅が拡大している。企業収益は24年度は増益

見込みとなっている。 

 雇用情勢は緩やかに持ち直してきたものの、足踏みがみられる。 

 

 足元では、一部に下げ止まりの兆しがみられるとともに、企業からは景況感につい

て明るい声も聞かれる。 

 先行きについては、経済対策の効果や輸出環境の改善などを背景に、景気回復へ向

かうことが期待される一方、世界景気の下振れ懸念に注意する必要がある。 
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（２）経済関係日誌 （１／２６～２／２６）（新聞の記事を要約）  

◎ 政治経済・産業動向等  

１／２９（埼玉新聞）  「強い経済」へ決意 日銀と連携、復興加速 安倍首相  所信表明演説  
第183通常国会が28日召集され、安倍首相は衆参両院の本会議で2度目の就任後初となる所信表明演説を行

った。デフレ脱却による経済再生を最大、喫緊の課題と位置付け、日銀との緊密な連携で「強い経済を取

り戻す」との決意を示した。  
 
１／３０（産経新聞）  平成２５年春闘本格スタート  
経団連の米倉会長と連合の古賀会長は29日会談し、平成25年の春闘が本格的に始まった。安倍政権が目指

すデフレ脱却に向け、労働側は働く者の賃金や処遇改善が重要と訴えたのに対し、経営側は企業の存続と

雇用に維持が最優先と主張した。両者の隔たりは大きく、自動車、電機大手など経営側による集中回答日

の3月31日に向け、労使の攻防が激化しそうだ。  
 
１／３０（読売新聞）  経済再生へ大型予算 公共事業、防衛に重点  
政府は政権交代後初めての新年度予算編成となる2013年度予算案を決めた。一般会計の総額は92兆6115億
円で、東日本大震災からの復興対策を含めた予算規模は約97兆円と過去最大規模の大型予算となる。長引

くデフレからの脱却を実現するため積極財政で景気の下支えを図る。  
 
１／３０（日本経済新聞）  財政規律  綱渡り 来年度予算案９２．６兆円  
第二次安倍内閣が編成した2013年度予算案は公共事業関係費の上積みでデフレ脱却を重視する姿勢を打ち

出す一方、財政健全化にも一定の目配りをした。だが、膨らむ社会保障費への切り込みなど「痛み」を伴

う歳出改革は軒並み先送り。参院選と消費増税を控え、景気回復を最優先した。やりくりで新規国債発行

額は抑えたが、財政規律の維持は綱渡りの状況だ。  
 
２／６（読売新聞）  「企業、給与増に協力を」【経済財政諮問会議】  
政府は経済財政諮問会議を開き、安倍政権の経済政策「アベノミクス」を雇用や所得の増大に結びつける

策などについて協議。安倍首相は「業績が改善している企業には、報酬の引き上げを通じて、所得の増加

につながるようなご協力をお願いしていく」と述べ、企業側に賃上げへの理解を求める考えを示した。  
 
２／１２（毎日新聞夕刊）  米財務次官 円安容認 「日本の努力支持」  
ブレイナード米財務次官は11日、安倍政権が進める経済金融政策について「成長を取り戻し、デフレ脱却

を目指す日本の努力を支持する」と述べた。「アベノミクス」に対して米政府高官が公式に支持を表明し

たのは初めて。今週末に開かれる主要20か国・地域（Ｇ２０）財務相・中央銀行総裁会議を控えて最近の

円安進行を容認した発言と受け止められた。  
 
２／１３（産経新聞）  首相、直接賃上げ要請  
安倍首相は12日、経団連の米倉会長ら経済3団体トップに企業が賃上げに協力するよう要請した。これに対

し、春闘では賃上げに消極的な経済界側も、「業績が良くなれば一時金や賞与に反映される」と応じ、一

定の理解を示した。安倍首相は、政権の経済政策「アベノミクス」の一の矢である大胆な金融緩和による

企業業績改善を給与に反映させることで、デフレ脱却を狙う。  
 
２／１３（毎日新聞）  北朝鮮３度目の核実験「小型・軽量化成功」  
北朝鮮は12日、朝鮮中央通信を通じ、「北東部の地下核実験場で第3回地下核実験を成功裏に行った」と発

表。北朝鮮は過去2回、核実験を実施しているが、金正恩第一書記の体制下では初めて。同通信は「爆発力

が大きく、小型化、軽量化し、高い水準で安全かつ完璧に実行した。多様化された我々の核抑止力の優秀

な性能が物理的に誇示された」と報じた。  
 
２／１４（朝日新聞）  ＴＰＰ 自民地ならし 薄まる反対色  
自民党の調査会が13日、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の交渉参加に対する基本方針をまとめた。衆院

選公約の「聖域なき関税撤廃を前提にする限り反対」と言う方針は堅持したが、新たな条件は加えなかっ

た。野党時代の反対色は徐々に薄まり、参加に向けた環境整備が進みつつある。オバマ米大統領は内政外

交の基本方針を示す12日の一般教書演説で「ＴＰＰ交渉を完了する」と表明した。自由貿易圏の拡大に並

ならぬ意欲を示した発言で、今月下旬の日米首脳会談で、日本の交渉参加に強い期待を示すのは確実だ。

 
２／１４（朝日新聞）  所得増へ交渉本格化 大手製造業、ボーナス重点  
大手製造業の労働組合が13日、経営側に一斉に要求を提出し、春闘の労使交渉が本格化した。安倍首相が

「アベノミクス」で企業に配分増を求める中、賃上げ要求に慎重な大手労組はボーナスに焦点を定めた。

一方、中小は格差の是正を目指して賃上げを求める。  
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２／１５（毎日新聞）  景気判断 上方修正 追加緩和見送り 日銀決定会合  
日銀は14日の金融政策決定会合で景気判断について「下げ止まりつつある」と上方修正、それを理由に追

加の金融緩和を見送った。ただ、足元の物価上昇率は依然0％近辺で、デフレ脱却を目的に前回決めた物価

目標2％達成の道筋は見通せていない。白川総裁の下での政策決定は次回3月の会合が最後。市場では安倍

首相の意向を受けた新総裁誕生後、日銀は物価2％達成に向けて「景気回復下でも緩和拡大を迫られ、金融

政策は異次元の領域に入る」との見方が広がっている。  
 
２／１７（日本経済新聞）  通貨安競争を回避 Ｇ２０声明 緩和の影響監視  
モスクワで開いた20か国・地域（Ｇ２０）財務相・中央銀行総裁会議は16日夕、共同声明を採択して閉幕

した。「通貨の競争的な切り下げを回避する」と明記し、通貨安競争を避ける方針で一致。日本が円安を

誘導しているという名指しの指摘は避けられたが、自国通貨高を懸念する新興国と先進国の対立は残りそ

うだ。日米両国には財政の健全化に向けた努力を促した。  
 
２／１９（産経新聞）  「農業を成長産業に」【産業競争力会議】  
安倍首相は18日、政府の産業競争力会議で、「農業を成長分野と位置付け、産業として伸ばしていく」と

述べ、農業政策の改革を加速させる考えを示した。農林水産品・食品の輸出を現在の2倍にあたる1兆円規

模に引き上げる目標に向けた具体策作りを指示。ＴＰＰ交渉参加に農家の反発が強いことを踏まえ、農業

の競争力強化で参加への地ならしを進める構えだ。  
 
２／２１（読売新聞）  医療産業支援強化 新薬や機器開発  
政府は内閣官房の医療イノベーション推進室を「健康・医療戦略室」と改組し、体制を充実させる方針。

最先端の医療技術を実用化する医療イノベーション（革新）を安倍政権の成長戦略の一つに位置付け、医

療産業の国際競争力を高める司令塔として機能を強化する。新組織は研究機関と企業の情報交換を仲介す

るなどして、新薬や医療機器の開発を支援する。  
 
２／２１（日本経済新聞夕刊）  農業・医療、ＩＴ化推進  
政府は5月に新たなＩＴ（情報技術）戦略を打ち出す。ＩＴを使った農業の生産性向上や医療の効率化など

を柱に据える。「ビッグデータ」と呼ばれる膨大な電子情報の解析事業の拡大や、交通事故の防止や渋滞

の解消を助ける高度道路交通システム（ＩＴＳ）の普及策なども検討する。産業の活性化に向けた具体策

を示し、安倍政権が6月にまとめる成長戦略に反映させる。  
 
２／２３（産経新聞）  再生医療市場 １．６兆円に拡大 経産省が予測報告書  
経済産業省はⅰＰＳ細胞などを用いる再生医療の産業化に関する有識者研究会に報告書を提示し、再生医

療関連産業の市場規模が昨年の260億円から、平成42（2030）年には1兆6千億円にまで拡大するとの予測を

明らかにした。成長性を具体的に示すことで、企業による新規参入を促す狙い。  
 
２／２３（日本経済新聞夕刊）  
         ＴＰＰ交渉参加へ「全ての関税撤廃前提とせず」日米首脳が共同声明  
安倍首相は22日昼、ワシントンでオバマ大統領と会談。日米両政府はＴＰＰ交渉への参加に際し、すべて

の関税撤廃が前提にはならないとする共同声明を発表した。首相は記者会見で「聖域なき関税撤廃は前提

でないことが明確になった」と言明。近く交渉参加を表明する意向だ。  
 
２／２４（毎日新聞）  ＴＰＰ交渉参加 関税に「聖域」代償も  
安倍首相は日米首脳会談を終え、帰国後の25日、「一方的に全ての関税撤廃をあらかじめ約束することを

求められるものではない」とのＴＰＰ交渉参加に向け発表された共同声明の内容を自民、公明両党に説明

し、早期参加に向けた調整を本格化させる。ただ、自民党内では反対論も根強く、米国との事前協議とあ

わせてハードルはなお高い。過去の貿易自由化交渉で事実上、例外となってきた農業分野では、日本国内

に強い反発がある。日本はＴＰＰへの参加によって、自動車をはじめとする工業品輸出に追い風が期待さ

れる一方、関税に守られてきた農業などの競争力をどう高めるかの改革が待ったなしとなる。  
 
２／２５（朝日新聞）  日銀総裁  黒田氏提示へ 国会同意人事 首相、週内に  
安倍首相は、3月19日付で退任する日銀の白川総裁の後任に元財務官の黒田東彦・アジア開発銀行総裁を起

用する方針を決めた。首相の進める大胆な金融緩和策に積極的な姿勢を評価した。週内に国会に副総裁2人
と合わせて人事案を提示する考えだ。黒田氏は財務省出身ながら、早くから物価目標の導入を唱えるなど

金融緩和論者としての「顔」を重視した選択と言える。さらに強力な緩和論者である岩田規久男学習院大

教授を副総裁に起用する案も浮上している。  
 
２／２５（朝日新聞夕刊）朴・韓国大統領が就任「経済復興で新時代を」  
韓国の大統領に25日、朴氏が就任した。韓国初の女性大統領となる。就任式で朴氏は経済の復興などを通

じて「希望の新時代を開く」と宣言。北朝鮮に対しては核の放棄を改めて求めた。  
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◎ 市場動向  
１／２９（日本経済新聞） 日経平均株価反落、主力株売られ安値引け
東証では日経平均株価が3営業日ぶりに反落。28日の終値は前日比102円31安となる10824円31銭となった。
円相場の下落を受け、1万1000円台にのせて始まった。だが、その後は円相場の下げ渋りにつれて輸出関
連の主力株に利益確定売りが膨らみ、この日の安値で引けた。  
 
１／３０（日本経済新聞） 日米の金利差拡大 円安を促す材料に  
日米の国債利回りの格差が10か月ぶりの水準まで拡大した。欧州債務問題への懸念の後退や、米国の景気
指標の改善を手掛かりに米金利が上昇する一方、日本の金利は金融緩和が長引くとの見方から低めで安定
しているためだ。中央銀行の姿勢の違いを背景に金利差が広がれば、欧米の高い金利を求める資金の動き
で円安が進みやすくなる。  
 
１／３１（日本経済新聞） 円相場、反落 １ドル＝９１円０４～０６銭  
円相場は反落。30日午後5時時点では前日比39銭円安・ﾄﾞﾙ高となる1ﾄﾞﾙ=91円04～06銭となった。東京株
式市場で日経平均株価が大幅に上昇。アジア各国・地域の株高で投資家心理が上向くとの見方から、幅広
い通貨に対して低リスク通貨の円を売る動きが広がった。  
 
１／３１（日本経済新聞） 日経平均株価続伸、円安進行で高値引け  
東証では日経平均株価が大幅に続伸。30日の終値は前日比247円23銭高となる11113円95銭となった。約2
年9か月ぶりに1万1000円台を回復。午後に外為市場で円相場が円安方向に傾くと、日経平均は一段高とな
り、この日の高値で取引を終えた。市場では急ピッチな上昇に対する高値警戒感もあるものの、投資家の
活発な買いが相場を一気に押し上げた。  
 
２／２（日本経済新聞） 円相場、反落 １ドル＝９２円０８～０９銭  
円相場は大幅に反落。1日午後5時時点では前日比1円17銭円安・ﾄﾞﾙ高となる1ﾄﾞﾙ=92円08～09銭となった。
日銀が強力に金融緩和を進めるとの思惑が引き続き円売り・ドル買いを促した。  
 
２／２（日本経済新聞） 長期金利、０．７６５％に上昇  
1日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.025%高い0.765%に上
昇 (価格は低下 )した。円安・株高の進行が売りにつながった。  
 
２／５（日本経済新聞） 円相場、続落 １ドル＝９２円７４～７５銭  
円相場は続落。4日午後5時時点では前週末比66銭円安・ﾄﾞﾙ高となる1ﾄﾞﾙ=92円74～75銭となった。前週末
に発表された米国の経済指標が市場予想を上回り、米景気の回復観測や米長期金利の上昇を背景にした円
売り・ドル買いが優勢になった。  
 
２／５（日本経済新聞） 長期金利、０．８００％に上昇  
4日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、昨年末比0.035%高い0.800%に
上昇 (価格は低下 )した。米経済指標の改善に伴う米長期金利の上昇が波及。円安・株高基調が続いたこと
も売りを誘った。  
 
２／５（日本経済新聞） 日経平均株価、大型株主導で５日続伸  
東証では日経平均株価が5日続伸。4日の終値は前日比69円01銭高となる11260円35銭となった。前週末の
米株高や円安基調が好感され世界景気に敏感な主力大型株が相場の上げを先導した。  
 
２／６（日本経済新聞） 円相場反発 ９２円１９～２０銭  
円相場は反発。5日午後5時時点では前日比55銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=92円19～20銭となった。アジア市場で
主要な株価指数の下落が目立ち、投資家がリスクをとりにくくなるとの見方が台頭。ユーロやオーストラ
リアドルなどを売って、リスクの低い円を買う動きが広がり、対ドルでも円買いが優勢になった。  
 
２／６（日本経済新聞） 日経平均株価反落、利益確定売り膨らむ  
東証では日経平均株価が6営業日ぶりに反落。5日の終値は前日比213円43銭安となる11046円92銭となっ
た。前日の米株安などをきっかけに利益確定売りが膨らんだ。  
 
２／７（日本経済新聞） 日経平均株価、終値リーマン後最高値  
東証では日経平均株価が大幅に上昇。6日の終値は前日比416円83銭高となる11463円75銭となった。2010
年4月に付けたリーマンショック後の高値（1万1339円）を上回った。約4年4か月ぶりの高値水準。外国為
替市場で円相場が一段安となり、企業収益の改善期待から海外投資家の資金が活発に流入した。商いも膨
らみ、東証一部の売買代金は2兆8191億円と震災直後の11年3月16日以来となる高水準だった。  
 
２／７（日本経済新聞） 円相場、反落 １ドル＝９３円８２～８４銭  
円相場は大幅に反落。6日午後5時時点では前日比1円63銭円安・ﾄﾞﾙ高となる1ﾄﾞﾙ=93円82～84銭。5日夜に
日銀白川総裁が任期満了を待たずに辞職すると表明。同日の海外市場で新しい日銀総裁のもとで金融緩和
が強化されるとの思惑が広がり、一夜明けた東京市場でも円売り・ドル買いが進んだ。円は対ユーロでも
大幅反落。一時1ユーロ＝127円台後半と2年10か月ぶりの安値を付けた。  
 
２／７（日本経済新聞） 長期金利、０．７７５％に低下  
6日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.015%低い0.775%に低
下 (価格は上昇 )した。5日夜に日銀白川総裁が任期満了前に辞任すると表明。日銀による金融緩和強化の思
惑が広がり、債券が買われた。  
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２／８（日本経済新聞） 日経平均株価反落、売買高は歴代２位
東証では日経平均株価が反落。7日の終値は前日比106円68銭安となる11357円07銭となった。円高修正が
一服したことを受け、主力株中心に利益確定売りが出た。これに対し、下値では投資家の押し目買い意欲
は強く、売り買いが交錯。東証一部の売買高は51億4000万株と東日本大震災直後の2011年3月15日以来、
史上番目の規模に膨らんだ。円安効果で企業の13年度業績は改善するとの見方が支えとなっている。  
 
２／９（日本経済新聞） 長期金利、０．７５０％に低下  
8日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.020%低い0.750%に低
下 (価格は上昇 )した。日経平均株価が大幅に下落し、「安全資産」とされる債券に買いが集まった。  
 
２／１３（日本経済新聞） 円相場、反落 １ドル＝９４円２２～２３銭  
円相場は大幅反落。12日午後5時時点では前週末比1円44銭円安・ﾄﾞﾙ高となる1ﾄﾞﾙ=94円22～23銭となった。
11日に米財務省のブレイナード次官が安倍政権の経済政策を支持すると発言。海外市場で円が94円46銭と
2010年5月以来約2年9か月ぶりの安値まで売られた流れを引き継ぎ、3連休明けの東京市場も大きく円安に
振れて取引を開始。北朝鮮が3度目の核実験に踏み切ったが、円相場に大きな反応を見せなかった。  
 
２／１３（日本経済新聞） 日経平均株価、内需大型株に資金流入  
東証では日経平均株価が大幅に上昇。12日の終値は前週末比215円96銭高となる11369円12銭となった。11
日に米高官が安倍政権の経済政策への支持を表明したのがきっかけで、一時上げ幅が300円を超えた。内
需の大型株中心に堅調だ。  
 
２／１４（日本経済新聞） 円相場、反発 １ドル＝９３円２０～２２銭  
円相場は大幅に反発。13日午後5時時点では前日比1円2銭円高・ﾄﾞﾙ安となる1ﾄﾞﾙ=93円20～22銭となった。
日米欧の主要7か国（Ｇ７）財務相・中央銀行総裁が12日に発表した緊急共同声明で過度な円安進行をけ
ん制したとの見方を背景に、円が買い戻される流れが13日も続いた。  
 
２／１４（日本経済新聞） 日経平均株価反落、輸出関連売られる  
東証では日経平均株価が反落。13日の終値は前日比117円71銭安となる11251円41銭となった。円安の動き
が一服する中で収益改善期待で買われてきた輸出関連株を中心に利益確定売りが膨らんだ。市場では「期
待先行の上昇相場がひとまず踊り場に入った」との声が増えている。  
 
２／１６（日本経済新聞） 日経平均株価反落、４日ぶり１万１２００円割れ  
東証では日経平均株価が反落。15日の終値は前日比133円45銭安となる11173円83銭となった。週末の20か
国・地域（Ｇ２０）財務相・中央銀行総裁会議を控えて朝方から警戒売りが先行。午後に円相場が1ドル
＝92円台前半まで進むと日経平均先物に外国人からとみられる大口の売り注文が相次いだ。  
 
２／１６（日本経済新聞） 円相場、反発 １ドル＝９２円４９～５１銭  
円相場は反発。16日午後5時時点では前日比96銭円高・ﾄﾞﾙ安となる1ﾄﾞﾙ=92円49～51銭。20か国・地域（Ｇ
２０）財務相・中央銀行総裁会議を目前に控え、急速な円安進行への警戒感が強まり、持ち高調整の円買
い・ドル売りが優勢だった。  
 
２／１６（日本経済新聞） 長期金利、０．７４５％に低下  
15日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.020%低い0.745%に低
下 (価格は上昇 )した。欧州景気の不透明感が強まり、米独の長期金利が低下したことが買いを誘った。午
後に日経平均株価が下げ幅を広げると、買いの勢いが強まった。  
 
２／１９（日本経済新聞） 円相場、急反落 １ドル＝９４円０５～０６銭  
円相場は急反落。18日午後5時時点では前週末比1円56銭円安・ﾄﾞﾙ高となる1ﾄﾞﾙ=94円05～06銭。15～16日
にモスクワで開かれた20か国・地域（Ｇ２０）財務相・中央銀行総裁会議の共同声明で日本が円安誘導し
ているとの批判がひとまず回避されたことを受け、朝から円売り・ドル買いが優勢だった。  
 
２／１９（日本経済新聞） 日経平均株価、反発 値上がり銘柄９割超す  
東証では日経平均株価が反発。18日の終値は前週末比234円04銭高となる11407円87銭となった。円相場が
94円台まで下落、東証一部に上場する銘柄のうち9割強が上昇するほぼ全面高の展開となった。  
 
２／２１（日本経済新聞） 日経平均株価反発、４年５か月ぶり高値  
東証では日経平均株価が反発。20日の終値は前日比95円94銭高となる11468円28銭となった。外為市場で
円高修正の動きは一服したが、前日の米欧株高が好感されたほか、金融緩和に伴うデフレ脱却期待も海外
投資家らによる日本株買いを支えた。自動車など主力の輸出株に加え、陸運や小売りなど内需銘柄の買い
も目立ち、物色の裾野が広がってきた。  
 
２／２２（日本経済新聞） 長期金利、０．７３５％に低下  
21日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.005%低い0.735%に低
下 (価格は上昇 )した。日経平均株価をはじめアジアの主な株価指数が軒並み下落したため、「安全資産」
として日本国債の需要が高まった。  
 
２／２２（日本経済新聞） 日経平均株価、反落 輸出関連に売り  
東証では日経平均株価が反落。21日の終値は前日比159円15銭安となる11309円13銭となった。米国で金融
の量的緩和が縮小されるとの警戒感が強まり、22日の日米首脳会談を直前に控えた様子見ムードもあり、
積極的な買いは入らなかった。中国景気の先行き不透明感に加え、欧州での懸念材料も意識され、主力の
輸出関連株の売りが目立った。  
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２／２３（日本経済新聞） 円相場、反発 １ドル＝９３円２７～２８銭
円相場は反発。22日午後5時時点では前日比19銭円高・ﾄﾞﾙ安となる1ﾄﾞﾙ=93円27～28銭となった。海外市
場で欧米景気に懸念が高まり比較的リスクが低いとみられる円への買いが先行した。  
 
２／２３（日本経済新聞） 長期金利、０．７２０％に低下  
22日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.015%低い0.720%に低
下 (価格は上昇 )した。欧米経済に対する不安の裏返しから、比較的安全とされる日本の国債の信用度が改
めて評価された。24～25日のイタリア総選挙への警戒感も買いを促した。  
 
２／２５（日本経済新聞夕刊） 「黒田総裁」で円安株高 日経平均一時１万１６００円台  
日銀次期総裁に黒田東彦アジア開発銀行総裁、副総裁に岩田規久男学習院大学教授を起用する案が固まっ
たのを受け、新体制で大胆な金融緩和が進むとの見方から25日の金融証券市場では円安と株高が進み、日
経平均株価は一時1万1600円台前半と、取引期間中としては2008年9月29日以来4年5か月ぶりの高値を付け
た。  
 
２／２６（日本経済新聞） 日経平均株価、続伸 先物買いが押し上げ  
東証では日経平均株価が続伸。25日の終値は前週末比276円52銭高となる11662円52銭となった。日銀総裁
はアジア開発銀行の黒田総裁との人事案が伝わり、改めて追加金融緩和期待が広がった。株価指数を押し
上げたのは先物への買いとの見方が多かった。  
 
２／２６（日本経済新聞） 円相場、反落 １ドル＝９４円１３～１４銭  
円相場は反落。25日午後5時時点では前週末比86銭円安・ﾄﾞﾙ高となる1ﾄﾞﾙ=94円13～14銭となった。日銀
の次期正副総裁の人事に関する報道を受け、大胆な金融緩和が実現するとの見方が広がり、円売り・ﾄﾞﾙ
買いが優勢になった。  
 
２／２６（日本経済新聞） 長期金利、０．７０５％に低下  
25日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前週末比0.015%低い0.705%に
低下 (価格は上昇 )した。日銀の新体制で金融緩和が進むとの観測が広がった。  
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◎ 景気・ 経済指標関連  
１／３０（日本経済新聞夕刊）海外旅行者 世界で１０億人 昨年アジアで好調【世界観光機関】
国連の専門機関、世界観光機関が発表した2012年の世界の海外旅行者数は前年比3.8％増の10億3500万人と
なり、初めて10億人を超えた。アジアをはじめ新興国で中間層が増えて、レジャー需要が拡大したことな
どが背景にある。海外旅行をする人は13年も3～4％伸びると予測。訪日外国人を増やしたい日本にとって
も追い風となる。  
 
１／３１（読売新聞）  景気１０～１２月期 ８地域引き下げ 経済情勢報告【財務省】  
2012年10～12月期の各財務局管内の経済情勢報告を発表。全国11地域のうち、「北海道」「東北」「沖縄」
を除く8地域で「弱含んでいる」などとして、前回（12年7～9月期）から景気判断を引き下げた。全体の総
括判断も2四半期連続で下方修正した。ただ、「足もとでは一部に下げ止まりの兆しもみられる」とも明記
し、輸出産業を中心に、「東海」「関東」などで持ち直しの動きが広がりつつあると指摘した。  
 
１／３１（朝日新聞夕刊）  給与総額、バブル後最低 昨年、パート増が影響【厚生労働省】  
毎月勤労統計調査によると、2012年に支払われた残業代や賞与を含む現金給与総額の月平均は前年比0.6
％減の31万4236円だった。2年連続で減り、現行調査を始めた1990年以来最も低い。給与が少ないパートの
割合が増えたためだ。一般労働者は、労働時間が増えて、基本給や残業代は増えたが、年間賞与が2.4％減
の87万3千円となったために総額は減った。  
 
２／１（毎日新聞）  鉱工業生産、２か月ぶりプラス 【経済産業省】  
12年12月の鉱工業生産指数速報（2005年＝100、季節調整済み）は前月比2.5％上昇の88.9と、2か月ぶりで
プラスとなった。経産省は基調判断を「下げ止まりの兆しがみられる」とし、前月の「低下傾向」から引
き上げた。基調判断を引き上げるのは12年1月以来11か月ぶり。乗用車やトラックの輸出が好調だった。海
外景気に下げ止まりの傾向がみられるほか、円高修正で景況感が好転していることも追い風となった。  
 
２／１（日本経済新聞）  住宅着工戸数、昨年５．８％増 ３年連続プラス【国土交通省】  
2012年の新設住宅着工戸数が前年比5.8％増の88万2797戸と3年連続プラスとなった。住宅ローンの金利優
遇策や東日本大震災の被災地の復興需要などが住宅購入を支えた。国交省は住宅着工の動きを「持ち直し
が続いている」とみている。都心部のマンションを中心に着工が増えた。同時に発表した12年12月の住宅
着工戸数は7万5944戸となり、前年同月比で10％増加した。  
 
２／１（毎日新聞夕刊）製造業１０００万人割れ １２月就業者 空洞化 ５１年ぶり【総務省】
昨年12月の製造業の就業者数が前年同月比35万人減の998万人となり、1961年6月以来51年ぶりに1000万人
を下回った。ピークだった92年10月の1603万人と比べ、約4割減少。季節調整値でも昨年12月は996万人だ
った。国際競争の激化や円高で企業が人件費の安い海外への工場移転を進めたことや、人口減、大手電機
の業績悪化に伴う人員削減も響いた。成長が続くサービス産業への労働者の移動も一因になった。  
 
２／１（日本経済新聞夕刊）１２月失業率４．２％に悪化 求人倍率は上昇【総務省・厚生労働省】
2012年12月の完全失業率（季節調整値）は前月比0.1ポイント上昇の4.2％で、8か月ぶりに悪化。建設業や
製造業中心に就業者数の落ち込みが激しかった。年末にかけて電機メーカーなどでリストラが増えた影響
とみられる。12月の就業者数は季節調整値で前月比35万人減、農業や運輸、小売りなど幅広い分野で減っ
た。医療・福祉は2か月ぶりに増加に転じ、雇用を下支えした。12月の有効求人倍率（季節調整値）は0.82
倍で前月比0.02ポイント上昇した。ただ、製造業の新規求人は11.7％減るなど厳しい状況が続いている。
 
２／２（産経新聞）  消費支出下落【総務省】  
2人以上世帯の家計調査では、1世帯当たりの消費支出（物価変動を除いた実質）が、2か月ぶりに減少した。
 
２／２（産経新聞）  １月の新車販売７．８％減、補助金終了響く  
日本自動車販売協会連合会（自販連）と全国軽自動協会連合会が発表した1月の国内新車販売台数（登録車
と軽自動車の合計）は、前年同月比7.8％減の38万3499台。昨年9月にエコカー補助金が終了した影響が響
いており、5か月連続で前年水準を下回った。普通乗用車などの登録車は12.9％減、軽自動車は1.0％増。
 
２／７（毎日新聞夕刊）  機械受注額２．８％増 １２月  
内閣府が発表した2012年12月の機械受注統計（季節調整値）によると、民間設備投資の先行指標となる「船
舶・電力を除く民需」の受注額は、前月比2.8％増の7529億円で3か月連続のプラスだった。内閣府は基調
判断を「緩やかな持ち直しの動きがみられる」とし、前月の「弱含み」から上方修正した。判断の引き上
げは10か月ぶり。製造業に下げ止まりの兆しがみられることが要因で、内閣府は「円安株高の影響で企業
マインドが好転している」としている。  
 
２／８（毎日新聞）  景気動向指数９か月ぶり改善 １２月【内閣府】  
内閣府が7日発表した昨年12月の景気動向指数（05年＝100）は、景気の現状を示す一致指数が前年比2.5
ポイント上昇の92.7となり、9か月ぶりに改善した。昨年11月の衆院解散以降の円安や、海外経済の一部持
ち直しで輸出環境が改善し、生産関連の指標が幅広く上昇した。景気は昨年3月ごろに最も良い「山」を迎
えた後に後退期に入ったが、昨年11～12月ごろに最も悪い「谷」を経て拡大（回復）期に転じた可能性が
高くなった。  
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２／８（朝日新聞夕刊）  経常黒字４．７兆円過去最少 昨年 貿易赤字響く【財務省】
2012年の国際収支（速報）によると、海外とのモノやサービスの取引などのお金のやり取りを合計した経
常収支の黒字額は、4兆7036億円で前年比50.8％減と半減した。比較できる1985年以降では過去最少を更新
した。経常黒字が半減したのは原子力発電所の停止に伴うエネルギー関連の輸入増と、世界経済の低迷に
よる輸出減という「ダブルパンチ」による貿易赤字の拡大が大きい。  
 
２／９（日本経済新聞）  中国、モノの貿易 世界一  
輸出と輸入を合計したモノの貿易総額が2012年、米国を抜いて世界一になった。前年比6.2％増の3兆8667
億6千万ドル（約358兆円）で、米の実績をわずかに上回った。米が強みを持つサービス分野の貿易を含ま
ないモノに限った実績だが、世界貿易で中国が急速に存在感を高めていることを裏付けた。米商務省が8
日発表した12年の貿易収支によると、米国のモノに限定した国際収支ベースの貿易総額は、前年実績を3.5%
上回る3兆8626億円だった。  
 
２／１３（埼玉新聞）  消費者態度指数 ５か月ぶり改善【内閣府】  
1月の消費動向調査によると、消費者心理を表す消費者態度指数（2人以上の世帯、季節調整値）は前月比
4.1ポイント上昇の43.3で5か月ぶりに改善した。円安株高や安倍政権の経済政策への期待感から消費者マイ
ンドが大幅に好転した。基調判断は「持ち直している」とし、1年ぶりに上方修正した。  
 
２／１４（朝日新聞夕刊）ＧＤＰ年率０．４％減１０～１２月期 マイナス幅は縮小 【内閣府】
内閣府は14日、国の経済の大きさを表す国内総生産（ＧＤＰ）が、2012年10～12月期は、その前の7～9月
期と比べて0.1％減ったと発表。この状況が1年続いた場合の年率は0.4％減となる。  
 
２／１６（産経新聞）  日銀、海外経済に「持ち直しの動き」  
日銀は2月の金融経済月報で、海外経済は「持ち直しに向けた動きもみられている」と指摘。これを主因に、
国内景気の現状を「下げ止まりつつある」とし、前月の「弱めに推移している」から判断を上方修正した。
海外経済の持ち直しを受け、日本からの輸出は「減少のペースが緩やかになってきている」と分析。国内
景気の先行きは「当面横ばい圏内となった後、緩やかな回復経路に復していく」と予想した。  
 
２／１６（毎日新聞）  高卒内定率微増８２．８％ 昨年末時点【文部科学省】  
今春に卒業予定で就職を希望している高校生の昨年12月時点の就職内定率は、前年同期より2.4ポイント増
の82.8％で、3年連続の上昇となった。リーマンショック前の07年調査（83.8％）に迫る水準まで回復した。
文科省は「求人倍率の上昇が要因だが、経済状況は依然として厳しい。高校とハローワークの連携を一層
強化したい」としている。  
 
２／２０（日本経済新聞）  世帯収入 共働きで維持 働く女性増加【総務省】  
2012年の家計調査によると、2人以上の世帯の平均実収入（月額）は51万8506円と物価変動の影響を除いた
実質で前年比1.6％増えた。女性の社会進出が進んでいるうえ、生活を支えるためにパートを始める人が増
えるなど、世帯主の収入は0.2％増にとどまったが、女性配偶者の収入が5万9177円と11％増え、過去最高
となった。背景には労働市場で女性の存在感が高まっていることにある。12年の労働力調査でも、女性の
雇用者（役員を除く）は前年比9万人増で過去最高。特に医療・福祉の分野での就業が進み、正規・非正規
社員ともに増加した。一方、男性は20万人減った。労働市場に参加していない「非労働力人口」をみると、
男性は前年比27万人増えたが、女性は3万人減った。  
 
２／２０（読売新聞夕刊）  貿易赤字 最大１．６兆円 １月 円安で燃料費膨らむ【財務省】
1月の貿易統計で、貿易収支は1兆6294億円の赤字となり、月間の赤字額としては最大だった。急速に進ん
だ円安の影響で、原油や液化天然ガス（LNG）など燃料の輸入額が大きく膨らみ、輸出額の伸びを上回っ
た。輸出額は6.4％増の4兆7992億円で8か月ぶりのプラス。円安に加え、海外景気の回復が追い風となった。
 
２／２１（埼玉新聞）  １月全国百貨店売上高 前年実績を上回る  
日本百貨店協会が発表した1月の全国百貨店売上高（店舗調整後）は、前年同月比0.2％増となり、2か月ぶ
りに前年実績を上回った。昨年末からの円安・株高による景気回復への期待を背景に、高級時計などの高
額品が売れて、プラスを確保した。1月に首都圏で大雪となった影響で、客足が遠のいた店舗も多かったが、
同協会は「福袋の売れ行きや冬のバーゲンセールも好調で、消費マインドが好転している」と説明した。
 
２／２１（毎日新聞）  農業参入１０００社超 【農林水産省】  
株式会社など企業（一般法人）の農業参入が09年12月の改正農地法の施行から増加し、12月末現在で1071
法人と、1000社の大台を超えた。業態別では食品関連産業からの参入が270法人と最も多く、酒造メーカー
が原料の酒米を生産するケースなどが目立つ。公共事業の削減で業績低迷の悩む建設業など異業種からの
参入も相次いでいる。ただ、農業単独での黒字化は一部の企業にとどまるとみられ、コスト削減など収益
性の向上が課題となっている。  
 
２／２３（日本経済新聞）  海外投資の収益最高 昨年４．２兆円 企業買収など加速  
日本の海外直接投資が復調してきた。2012年は9兆6000億円と4年ぶりの高水準となった。歴史的な円高を
追い風に海外企業の買収や資源権益の獲得が加速。アジア向け投資の採算改善も加わり、収益は4兆2000
億円と過去最高となった。ただ、足元の円高是正で今後の投資が抑えられる可能性もある。  
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◎ 地域動向  

１／２７（読売新聞）  秩父鉄道  地酒で応援  
地元の秩父鉄道を応援しようと、秩父市の酒造会社 2 社が純米酒「鐡の道～てつのみち～」を 26 日に発

売した。千葉大大学院准教授が代表を務める団体が企画し、ラベルの商品名は地元の高校生が書いた。住

民の暮らしを支え、重要な観光資源である鉄道を元気にすることで、地域を活性化させるのが狙いだ。  
 
１／３０（産経新聞）  県庁に「コバトン保育園」 県、企業と共同運営  
県は企業と共同運営する「事業所内保育所」（コバトン保育園）を 4 月初旬に県庁内に開設すると発表、

参加企業の募集を始めた。設置や運営費用を分担できる利点があり、主に中小企業同士での導入を促す。

共同運営型の事業所内保育所は珍しく、都道府県が運営するのは全国初。中小企業は、費用面や一定の利

用者を確保できない等の理由で単独設置に消極的だったが数社で行うことで課題を解決させる狙いだ。  
 
１／３０（日本経済新聞）  １３年度政府予算案 競争力向上へ インフラ重視  
政府が 29 日発表した 2013 年度予算案では、首都圏の都市競争力向上につながる羽田・成田両空港の機能

強化や、首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の整備などインフラ関連の費用が幅広く盛り込まれた。一方、

年末の政権交代により、2013 年度中に本体工事が始まるかが注目されている群馬県の八ツ場ダムについて

は、本体工事費が盛り込まれなかった。  
 
１／３１（埼玉新聞）  県内景気判断１０～１２月期 ２期連続で下方修正【関東財務局】  
2012 年 10～12 月期の埼玉県の経済情勢は、総括判断を「当期において弱含んでいる」と下方修正した。

中国など海外経済の減速などを背景に生産活動が弱く、雇用情勢も 15 期ぶりに下方修正したことなどが

影響した。ただ、最近の円安・株高などを受け、「今年になって景況感に関する明るい声が聞かれる」と

の表現を盛り込んだ。  
 
１／３１（読売新聞）  副都心線と東横線 直通開始へ 池袋への混雑緩和期待へ  
西武鉄道と東武鉄道は、3 月のダイヤ改正を発表。東京メトロ副都心線と東急東横線が相互直通運転を開

始し、飯能や所沢、川越や志木から横浜が乗り換えなしに 1 本で結ばれる。通勤・通学が便利になるほか、

池袋に向かう電車の混雑緩和も期待できそうだ。  
 
１／３１（東京新聞）  行田市でメガソーラー  
行田市は再生可能エネルギー事業を手がける「ＪＡＧ国際エナジー」と「国際航業」の連合体と、同市荒

木の市有地でメガソーラーを設置運営する基本協定を結んだ。来年夏の稼働を目指す。発電出力は約 2300
ｷﾛﾜｯﾄで、年間発電量は一般家庭約 650 世帯分に相当する。市が廃棄物最終処分場用地として取得し、塩

漬けになっていた遊休地の約 32 千平方メートルを、両社が借り受ける。  
 
２／２（産経新聞）  昨年の有効求人倍率が微増【埼玉労働局】  
平成 24 年の年間平均有効求人倍率が 0.57 倍で前年より 0.06 ポイント上がり、3 年連続で上昇。昨年 1 年

間の新規求人数は個人消費が堅調な卸売業や小売業で増え、前年比 4.8％増。対して新規求職者数は倒産

やリストラによる新規失業者数の減少により前年比 7.8％減。  
 
２／２（埼玉新聞）  １２月有効求人倍率 県内０．５７倍 【埼玉労働局】  
12 月の埼玉県の有効求人倍率（季節調整値）は 0.57 倍と前月と比べ 0.01 ポイント上昇した。労働局は「有

効求人数が前年同月比で増加するなど持ち直しの動きがみられるものの、製造業の新規求人が減少傾向に

あるなど雇用情勢は楽観視できない。依然として厳しい状況にある」としている。  
 
２／２（日本経済新聞）県内の大学卒業予定者 内定率５５％に改善 １２月時点【埼玉労働局】
昨年 12 月 1 日時点の埼玉県内の大学卒業予定者内定率は 55.2％で、前年同月に比べ 8.6 ポイント改善した。

内定率は県内 41 の全ての大学が対象。男子は 9.1 ポイント上昇し 53.5％、女子は 7.8 ポイント上昇し 57.1
％だった。短大の内定率も 7.3 ポイント上昇し 62.6％となった。  
 
２／５（埼玉新聞）  県企業立地１０～１２月期 四半期最多２６件  
産業振興や雇用創出を目的とした県の企業誘致事業「チャンスメーカー埼玉戦略Ⅱ」の 2012 年度第 3 四

半期（10～12 月）立地件数は前年同期比 63％（10 件）増の 26 件。08 年 9 月のリーマンショック以降の

四半期で最多だった前期（7～9 月期）の 21 件を上回った。県企業立地課は「大消費地・東京に近く、交

通網が発達し、自然災害が少ない立地環境の優位性を背景に企業立地が進んだ」としている。業種別では

製造業が 17 件（食料品 5 件含む）と引き続き好調に推移し、流通加工業 7 件、研究所 1 件、本社・支社 1
件だった。同課は「今後の課題は用地の確保。分譲中の飯能大河原工業団地以外にも、民有地を小まめに

回って土地の情報収集に努め、企業誘致を進めたい」としている。  
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２／６（読売新聞）  県内企業数全国５位 「医療、福祉」増加数トップ  
総務省と経済産業省が発表した経済センサス活動調査（速報）によると、昨年 2 月時点の県内企業数は 18
万 1825 社で、全国 5 位。前回 2009 年の基礎調査に比べて、約 1.3 万社減った。売上高の合計は約 29 兆

7000 億円で全国 7 位。産業別の企業数は「卸売業、小売業」が 3.6 万社で最も多く、「製造業」「建設業」

と続く。前回と比べると、製造業が建設業を抜いて 2 位になったほか、今回 1.2 万社の「医療、福祉」の

増加数は全国一だった。  
 
２／７（日本経済新聞） 清酒消費量９．５％増 県内１１年度 全国４位【埼玉県酒造組合】
2011 年度の埼玉県内の清酒の消費量は前年度比 9.5％増の 3 万 113 キロリットルとなり、新潟県を抜いて

前年の全国 5 位から 4 位に浮上した。国税庁の酒税統計を埼玉県酒造組合が分析した。全国的な日本酒の

消費量の回復に加え、官民で県産地酒を消費者にアピールした効果などが出たとみられる。  
 
２／９（埼玉新聞）  １２年度の県内中小企業 平均賃金２年ぶり増  
埼玉県が行った 2012 年度の県内中小企業賃金実態調査（12 年 7 月 31 日現在）によると、正社員の平均賃

金は 31 万 2829 円で、前年より 2813 円（0.9％）増えた。所定時間内賃金の増加が総額を押し上げた。県

勤労者福祉課は「景気は依然厳しいが、リーマンショック後からは緩やかな回復基調にあり、カットした

賃金を元の水準に戻す企業も増えている」とみている。  
 
２／１４（朝日新聞）  「経済再生を主導」県新年度予算案 一般会計１兆６７５７億円  
県は 13 日、2013 年度一般会計当初予算案を発表。前年度比 0.1％減で 2 年連続のマイナス編成となった。

地方交付税の大幅カットで歳入（収入）が抑え込まれたのに対し、歳出（支出）は景気対策を主導すると

して堅調に。足りない分は借入と貯金の取り崩しを前年より増やして穴埋めしたため、借入総額に相当す

る県債残高は過去最多を更新した。新年度予算と合わせて政府の緊急経済対策を活用した 309 億円の補正

予算も組んだ。「13 か月予算」として年度末から切れ目のない経済対策を実行。特に歳出では「通商産業

政策の地方分権化」を提唱。これまで国任せ立った通商政策や産業政策に県が積極的に関与し、景気浮揚

や雇用促進を狙って、中小企業の新分野参入や国際化を促す事業に重点配分した。  
 
２／１５（埼玉新聞）  １２月の１１都県経済 ４か月連続「弱含み」【関東経済産業局】  
関東経済産業局が発表した 12 月の埼玉県など 1 都 10 県の管内経済は、総括判断を「弱含みの状況にある」

として 4 か月連続で前月の判断を据え置いた。生産活動は下げ止まりの兆しがみられ、消費マインドも上

昇としているものの、製造業における雇用調整の動きが依然続いていることなどが要因。先行きについて

は「海外経済の先行きや為替動向による影響を注視する必要がある」と指摘している。  
 
２／１９（日本経済新聞）  工業団地関連案が可決 圏央道、幸手のＩＣ付近  
埼玉県は都市計画審議会を開き、今年度にも完成予定の幸手ＩＣの隣接地で、県の企業局が計画している

工業団地などに関係する都市計画議案 6 件を可決。早ければ今年度中にも圏央道の久喜白岡ジャンクショ

ンと五霞ＩＣ（仮称）間が開通し、幸手市に幸手ＩＣが設置される予定。県や市は地域の雇用拡大を目指

してＩＣ計画地の東側に接する約 50 ㌶の農地を開発し、工業団地として造成する計画だ。  
 
２／２１（埼玉新聞）  ２月定例県会開会 経済再生を最優先 知事「分権進め活性化」  
2 月定例県議会は 20 日開会し、1 兆 6757 億 1500 万円の 2013 年度一般会計当初予算案や職員の手当減額

に関する条例の改正など、55 議案が上程。上田知事は提案説明の中で、デフレと円高からの脱却を喫緊の

課題とし、13 年度の予算案を「日本再生先導予算」と位置付け、経済の再生を最優先させた編成であるこ

とを示した。「全ての分野において産業を興し、雇用を拡大できないかという視点で、通商産業政策の地

方分権化を進め、県内経済の活性化を図っていく」と述べた。  
 
２／２３（日本経済新聞）  川口市がエネ戦略 ５か年計画 太陽光発電拡大など  
川口市は 22 日、再生可能エネルギーの活用や省エネを促す 5 か年計画「かわぐちグリーン・エナジー戦

略」を発表。2013 年度から 5 年間で太陽光発電などによる発電量を 1500 万ｷﾛﾜｯﾄ時増やすことや、電気使

用量を 10 年度比で 2 割減らすことなどが目標。エネルギーリスクを分散し環境に配慮したまちづくりを

進める。  
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（３）今月の経済用語豆知識 

 企業の農業参入  
企業の農業参入は株式会社などが農家から農地を借り、営農するのが主流となっている。小泉

政権時代の03年、構造改革特区に限って参入を認めたのが始まりで、05年には市町村が遊休地な

どエリアを決めて参入を認めた後、09年12月の改正農地法の施行で、農地を賃借すれば全国どこ

でも参入できるようになった。参入には農地面積が50㌃（北海道は2㌶）以上など、一定の営農規

模を満たすことが条件になる。株式会社が農地を取得して農業に参入することも可能だが、非上

場会社に限られるほか、売上高の半分以上を農産物の加工や販売など関連事業が占めることが条

件となるなど制約が多い。このため農地を取得しての参入は現実には困難となっている。 

（４）今月のトピック 

景気ウオッチャー調査  
  内閣府が地域の景気に関連の深い動きを観察できる立場にある人々の協力を得て、街角の景

況感を調べるために実施している「景気ウオッチャー調査 平成２５年１月調査結果」（南関

東分）によると、  

 

    景気の現状判断DI（各分野計）は４９．３と前月の４２．９から６．４ポイント上昇した。

また、景気の先行き判断DI（各分野計）も５７．２で前月の５３．０から４．２ポイント上昇

した。現状判断ＤＩ、先行き判断ＤＩともに２か月連続の上昇となった。  

（南関東：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）（調査客体  330人、有効回答客体  295人、有効回答率89.4%）

        景気の現状・先行き判断DI（南関東・各分野計）  

年  

月  

2012 

8 

 

9 

 

10 

 

11 

 

12 

2013 

1 
（前月差） 

現状判断DI 42.4 38.5 37.6 37.3 42.9 49.3 ＋6.4 

先行き判断DI 43.5 41.7 39.5 38.8 53.0 57.2 ＋4.2 

 

  全国の動向については、現状判断ＤＩは前月比３．７ポイント上昇の４９．５となり、３か

月連続で上昇した。全国１１地域の中で、南関東の上昇幅が最も大きかった。家計動向部門は

消費者の購買意欲の改善がみられた。企業動向も円安の進行で一部業種における受注や採算の

改善がみられた。雇用も建設業等での求人が増加した。先行き判断ＤＩは前月比５．５ポイン

ト上昇の５６．５となり、３か月連続で上昇した。円安・株価上昇が一段と進んだことや、新

政権の政策への期待感が引き続きみられること等から、家計動向部門、企業動向部門及び雇用

部門で上昇した。  
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